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ソ連経済ペレストロイカと数理経済学派＊

一価格改革を中心として一

久保庭　真　彰

b

馬

はじめに

　周知のように，ネムチノフ，ノヴォジロフ，カ

ントロヴィッチによって，スターリン批判後に復

位されたソヴェト数理経済学派（数理派）は，50年

代末から60年代はじめにおけるソ連の「経済学

のルネッサンス」の主役を演じ，65年コスイギン

改革の理論的バックボーンとなるまでに成長した．．

しかし，68年チェコ事件を境に，経済改革の露座

が明確になり，ブレジネフ期に数理派の主流は技

術主義化（位階的計画化のコンピュータリゼーシ

ョンへの貢献の一方的強調）の傾向を強めていっ

た．こうした状況は，85年3月のゴルバチ。フ政

権の成立により一変した．同政権による《経済ペ

レストロイカ（改革）》のブレーンとして数理派は

活躍を再開し，脚光をあびるようになった（［1］）．

その中心は65年改革案の作成にも参画したアガ

ンベギャン，ベルキンやペトラコフ，アンチシキ

ン（87年6月死去），ブ一口ッチ，ヴォルコンスキ

ー，ヤーシン，マカロフなどである．

　本稿の主要なテーマは，こうした数理派の基本

的な提言を，価格改革に焦点を定めて若干整理・

吟味することである．まず第1節において，現在

の経済ペレストロイカの全体的枠組みを，65年改

革当時の数理派の提案と関連付けて検討する．第

2節，第3節では，現段階における数理派の価格

改革提案を整理・検討する，第4節において，数

理派の最適価格論をめぐる現在の論争を整理する．

1経済ペレストロイカ構想とネムチノ7の

《独立採算制計画システム》

　ゴルバチョフ政権による経済ペレストロイカ構

想（国有セクター）の大枠は，8Z．年6月ソ連共産党

中央委総会決定「経済管理の根本的ペレストロイ

カの基本規定」（［15］）と，87年6月30日付「国有

企業法」および87年7月17日付の10個のソ連

共産党中央委・閣僚会議決定（［14］）によって与え

られている，その骨子は以下の4点に要約される．

　第1，中央（省庁を含む）は，義務的な統制数字

によってではなく，《国家注文（roc3aKa3）》，長期

経済ノルマチーフという経済的レバーによって企

業活動を調整する（5ヵ年計画を基本にする）．

　第2，企業は「社会主義的商品生産者」であり，

完全独立採算制と投資資金自己調達制（caMOΦHH－

aHCHPOBaHHe）にもとづいて活動する。企業は，非

指令的統制数字（ガイドライン），《国家注文》，長

期経済ノルマチーフ，リミット，消費者注文に従

って，自主的に5ヵ年企業計画（年度割り）を策定

する．企業長は従業員集団によって選挙されるが，

上級機関の承認を必要とする．

　第3，卸売商業（市場）の導入財の不足を除去

するために，生産財配分方式を割当制から，卸売

商業（市場）に代置する．

　第4，価格改革．企業の独立採算制・投資資金

自己調達制を保証し，生産効率化・利害調整を促

進させるように価格体系を改革する．価格は中央

決定価格，契約価格，自由価格の3種類とし，中

央決定価格を合理化し，後2者の範囲を漸次拡大

させていく．

　以上のような国有セクターの経済ペレストロイ

カ構想は，義務的統制数字の全廃および投資資金

自己調達制や企業長選挙制を明示しているという

前進はあるが，基本的には65年改革当時に今日

　＊　本論文は，昭和62年度文部省科学研究費〔一般
研究（C）〕による研究の一部である．
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の数理派の育ての親である故ネムチノフが提案し

た《独立採算制計画システム（xo3pacqeTH朋cHcT－

eMa　nπaHHPOBaHHH）》を下敷にしているといえよ

う（［13コ）．このネムチノフ提案については，資源

の合理的配分と価格合理化の不可分性および投入

財の割当制廃止・卸売商業導入というポジティヴ

な側面を中心にしてソ連内外で議論されてきた

（［24］）．彼の独立採算制に対応する価格改革提案

は現在でも有効である．しかし，ネムチノフ提案

にはもう1つの重要な側面があった．計画原理と

独立採算制原理とを合理的に結合させ，計画課題

の恣意性を防ぐために，指令的計画課題を《計画

注文（HハaHOB曲3日目a3）》に変え，中央による企業

へのこの計画注文（品目，品質，納入期限，価格

の指示をともなう）の入札配分および発注者＝中

央と納入者＝企業との間の上下間の経済契約方式

（相互義務制）を垂直的調整の基本にすえる，とい

うのがそれである．ネムチノフ提案の計画注文を

国家注文として再規定したのが経済ペレストロイ

カである．‘

　ネムチノフ提案の基本問題は，計画注文方式の

実質的帰結および計画注文方式と生産財の割当制

廃止・卸売商業導入との間の整合性を掘り下げて

議論していないことである．公共財・通常財全般

にわたる計画課題の注文配分方式は，中央詔上級

諸機関が企業に勝る力をもっている限り，指令的

性格をもった計画課題割当方式に帰着せざるをえ

ない．計画注文実現のための投入生産財の優先的

確保は，投入財の割当配分を必要とし，売り手企

業と買い手企業との間の投入財についての市場契

約にもとつく交換を極度に制約する．計画注文に

　　　図1　調整メカニズムの基本類型
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　価格指示がともなうということは，計画注文され

　る財の価格を中央決定することに帰着する．計画

　注文方式が財全般にわたるとすると中央管理価格

　も普遍化する．この結果生まれるのは，企業にお

　ける投入と産出の中央集権的決定である．

　　投入と産出とが相互に密接に関連している以上，

　計画注文方式という垂直的関係と卸売商業という

　水平的関係とは決定的に矛盾する．この点につい

　てネムチノフ提案は楽観的かつナイーヴであった．

　ネムチノフ提案を具体化した「国有企業法」につ

　いて，現在しばしば指摘される問題点，すなわち

　国家注文方式が実際には従来どおりの義務的生産

　課題の割当方式に帰着し，企業の独立採算制・資

　金自己調達制もフィクションになるという問題
　（たとえ1ま［19コ，［23］）は，ネムチノブ提案に含ま

　れていた矛盾がはじめて顕在化してきたものだと

　考えることができよう．数理派も，現在，企業販

　売高ないし国家計画に占める国家注文シェアおよ

　び自由取引シェアの問題を，価格問題および資材

　機械供給とからめて具体的に論ぜざるをえなくな

　っている（［21⊃．しかし，問題の核心は，国家注

　文シェアのドラスチックな低下，すなわち大多数

　の通常財（「戦略的重要物資」を含む）について国

　家注文シェアをぜロにしなければ，集権的資源配

　分の骨格が残存することになり，不足経済を改革

　できないということである．経済ペレストロイカ

　の進行はこうした深刻な問題に早晩直面せざるを

　えない（［23］）．この点について数理派の見通しは

　楽観的にすぎるように思われる．

　　ソ連ゐ経済ペレスト．ロイカ構想を国有セクター

　の調整メカニズムの類型比較という観点からみる

　　　　　　　と問題は一層明瞭になる．そのため

　　　　　　　にコルナイ（［22］）のフレームを援用
　市場的調整
　　　　　　　しよう．

国・團お謙瀬瀬茎桑国難
　　　　　　　一は，国家注文と経済ノルマチーフ

　　　　　　　である．経済ペレストロイカ構想は，

　　　　　　　官僚的調整（タイプ1）を基本とする

　　　　　　　が，義務的統制数字（指令）の全廃と

　　　　　　　いう面で，直接的な官僚的調整（タ
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イブ1A）とは区別される（図1参照．実線は中央

から企業への情報フローを示し，点線は企業の発

する情報フローである）．しかし，国家注文とい

う形での実質的に拘束力をもった系統的な個別的

行政指導を基軸にしているため，間接的な官僚的

調整（タイプ1B）とも異なる．タイプ1Bに属する

ハンガリー68年改革モデルでは，中央から企業

への情報フローは，経済ノルマチーフと，法的拘

束力をもたない非系統的な個別的行政指導である

が，生産者と利用者との間の財の交換は，売り手

企業と買い手企業の間の市場契約に基本的にもと

つく．ソ連の経済ペレストロイカモデルは，タイ

プ1Aに近いが，経済ノルマチーフによる間接的

規制と卸売商業にも力点をおいていることを考慮

すると，タイプ1Aとタイプ1Bの混合物，すな

わち図1の《混合的な官僚的調整》を基本にしてい

るといえよう．ハンガリーで現在タイプ1Bから

タイプ2（市揚的調整）への移行が模索され’ている

のに対して，ソ連はタイプ1Aからタイプ1Bへ

の転換をようやく開始したにすぎない（現在はタ

イプ1Aの近傍にある）．　　　／

2　数理派の価格改革提案：

　理論・実証分析の基礎

　ソ二型集権制システムの根本的特徴の1つは，

国有企業が利潤と収益性の大小有無にかかわりな

く，存続・成長してゆけることである．「国有企業

法」でいう企業の投資資金自己調達制（自己金融）

が直接意味するのは，（1）企業投資資金＝留保利

潤・減価償却を国家集中投資資金から実質的に独

立させること，（2）企業への無償資金供与を廃止す

ること，の2点であるが，投資資金自己調達制は，

投資資金に占める企業の留保利潤および長期信用

の比率を高め，収益性と投資との間の強い相関を

作りだすことを目的としているといえよう（［9］）．

資金自己調達制が有効に機能するためには，利潤

が効率指標として機能しうるように生産物・資源

価格が決定されなければならない．したがって，

価格改革がゴルバチョフ政権の経済ペレストロイ

カを実現するための前提条件だということになる．

　現在ソ連で価格改革について積極的発言をおこ
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なっているのは，科学アカデミー付属中央数理経

済研究所（B．マカロフ所長，所員約700名）のペ

トラコフ，ヴォルコンスキー，ヤーシンを中心と

する研究集団である（［6］～［9コ，［17］等）．部門価

格指数体系の試算をはじめとするこの研究集団の

価格改革提案は，1990年以降に予定され’ている実

際の価格改訂・財政改革案の形成にも大きな影響

を及ぼしていると考えられる（［18］；［14］決定

No．819，　No．820）．そこで，本節の以下の部分と

嘉節において，こうした数理派の価格改革提案を，

筆者なりに再構成しつつ，幾分詳細にみてゆくこ

とにする．

　周知のように，ソ連の価格体系の特徴の1つは，

石炭，ガス，原油をはじめとする採取部門生産物

の価格が人為的に低価格水準に押さえられている

ことである．すべての財の投入産出は相互に連関

しているから，出発点となる第1次的中間財の卸

売価格が歪曲されていれば，投入産出の波及効果

を通じて，全体の相対価格構造が歪曲されてしま

う．この結果，機械工業部門の価格が採取部門生

産物の価格に比して高すぎるという歪んだ相対価

格が成立する．この歪みによって，（1）燃料・エ

ネルギーの浪費と省資源技術導入の遅滞，（2）機

械工業近代化の遅滞，（3）各企業の利潤形成・投

資に関する国家の広範な再分配的介入が生ずる．

価格体系の歪みは，価格を財政政策に完全に従属

させるという伝統的価格思想（「2重価格制」）に起

因するから，（3）は原因でもある。

　数理派の価格改革案のねらいは，上記の事態を

改革することにある．すなわち，当面，少なくと

も採取部門の価格形成原則を平均費用原理から限

界費用原理に転換させることによって，採取部門

各種生産物の価格を大幅に値上げし，全企業部門

において利潤の効率性指標機能を高め，省資源と

省資源技術の導入を有効に刺激する，というのが

それである．こうした価格改訂によって，燃料エ

ネルギー価格を世界市揚価格へ接近させ，燃料と

機械との間の相対価格を先進工業国型に近づけ，

資源輸出に依存する輸出構造を先進国型の機械輸

出型に転換させる前提条件を整えることが意図さ

れている．
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　採取部門生産物の限界費用（nPHPOCTH曲3aTP－

aT）にもとつく価格形成は，（1）採取部門における

自然資源（「自然的生産条件」）のレソト（農業地代，

鉱山地代など）の発生と，レソトの自然資源所有

者＝国家への納入，（2）採取部門への補助金の削

減ないし廃止と，採取部門への従来の補助金調達

のための取引税・利潤控除部分の徴税の削減ない

し廃止を意味する．したがって，採取部門におけ

る限界費用にもとつく価格形成と自然資源レソト

の導入は，取引税・利潤控除依存からレソト依存

へと財政歳入構造を変化させるとともに，歳出に

ついて補助金・国家集中投資のシェアを低めるよ

うな財政改革を必然とする．

　数理派の以上の政策提言を理論的・実証的基礎

にまでさかのぼって整理しておこう．まず，レソ

トに関する理論に着目しよう．

　いま，ある採取部門生産物（「資源」）がN個の

地点（「自然資源」）で生産可能であり，第6地点に

おける当該資源1単位あたりの限界費用関数は
。‘’ iω蛋）（‘＝＝1，2，…　，」y）で与えられるものとしよう．

亀は第ぢ地点の産出量である。各地点の最適産出

量の組合せは以下の平均費用総額最小化モデルの

解として与えられる（［6］Ch．2）一

瞬媛’（・）吻一血

　　レ
　　Σ娩≧才；0≦娩≦亀（6＝1，2，・。・，1＞F）．　（2．1）

　　¢＝1

ここに，娩＝第ゼ地点の最大生産能力；X＝計画

需要量．限界費用曲線1泌σは，ソ連の現状を反映

して図2のように右上りだと仮定する（限界費用

逓増；収穫逓減）．P＝資源の：最適価格（制約条件

（2．1）第1式の双対評価）；λ¢＝第客地点の資源1単

位あたり「差額地代1」（制約条件（2．1）第2式右

辺の双対評価）とし，最適計画を娩＊α＝1，2，…，

N）で表す．最適下では（2．1）第1式は厳密な等式

となるものとする（需給均衡）．ここで以下の2つ

のケースを考える．

　ケース1¢♂〈¢‘（for　a11ののとき．制約想定

よりろ＝0（for　a11のとなり，すべての地点で価格

＝限界費用が成立する．

　　1）＝o乞’（の5＊）　　（客＝1，2，。・・，エ〉）．　　　　　　　　（2．2）

この場合，第ゼ地点のレソト（「差額地代H」）の総

額は，図2（ケース1）の斜線部分の面積で示される．

　ケース2の乞＊＝∬¢（for　someののとき．制約想

定より，娩＊＝鞠となる地点乞におけるλ乞は正値

をとり，最適価格Pは

　　P＝ろ十字げ）　　　　　　　　　　（2．2’）

となる．ろは第乞地点の供給制約が1単位増加し

たときの総平均費用の節約額を示すから，ケース

2の安心も右辺を限界費用と呼ぶことにする．こ

の場合，図2（ケース2）の影の面積と斜線部分の

面積がそれぞれ「差額地代1」と「差額地代H」と

を表す．その合計が第6地点のレソト総額である．

　ゼ地点の単位あたり平均費用は

　　瓦ω一か（¢）d；（～／の乞　　　　　　　　　　・　　　　　（2．3）

となる．

　レソト係数を銑＝P／乃＠∂巨地点の限界費用一

平均費用比率］と定義すると，パラメータ易によ

∂
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って優良地点および劣等地点という概念を精密に

規定することができる．すなわち，最良の地点は，

最：小の平均費用為（ω∂と最大のレソト係数現に

よって特徴づけられる．逆に最：劣等地点では，平

均費用．P¢＠∂が最大でレソト係数Z‘が最小であ

る．

　以上でみたレソトと限界費用は，ある採取時点

力のみに着目したものだという意味において，《静

的》レソト（cTaT瑚ecKaH　peHTa）と《静的》限界費用

と呼べるものである（［6コ，［7］，［8］）．

　ソ連の揚合，次式で（静的）限界費用は表現され

る．

　　φ＝Oo十．E鳶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．4）

ここに，Oo＝限界経常費用（含，減価償却）；乃＝限

界資本集約度；E＝割引率（還元ノルマチーフ）．

平均費用は

　　1）＝＝δ〇十五L戸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．5）

である．ここに，δ。＝平均経常費用，∫＝平均資本

集約度．実際には，上の2式は抽出率（可採年数

の逆数）と調査・函南費用を考慮して若干修正さ

れる（［6］C11．2）．

　現在，数理派が関心を寄せているのは，最近10

数年間の動向調査によると，抽出率増加等によっ

て，限界費用と平均費用とが時間的に増加してゆ

く傾向が原油およびガスにみられるという事態で

ある．すなわち，現在時点孟における資源（原油，

ガス）1単位の追加的採取は，将来時点において，

「より安価な」資源を採取する機会を奪い，費用

増を招く．したがって，追加的資源1トンを採取

するための抽出費用は，採取時点孟における静的

限界費用のみならず，将来における追加的費用を

含むべきだということになる．農業では，将来支

出へのこうしたインパクトは存在しない．こうし

た追加将来支出の割引総額は，再規定された（動

的）限界費用P（のと（静的）限界費用φ（のとの差額

であり，「より安価な」埋蔵資源に対する差額レ

ソトの一種である．ヴォルコンスキー等はこのレ

ソトを《動的》レソト（双HHaMHqeCK班peHTa）と呼

んでいる（［刀p．785）．

　ある地点の時点力における追加的資源1単位の

採取による，将来期間［τ，τ十dτ］（τ〉のの（静的）限
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界費用増分は4φ（の（＝φ’（τ）砒）である．したがっ

て，期間［ちoo］における，割引率Eで現在時点

6にまで割引かれた限界費用増分総額（動的レソ

ト）は次式で与えられる．

　　・（の一∬げω㎝Φ｛一E圃伽

以上より，（動的）限界費用一P（のは次のように再

規定される（［刀p．785，［6］p．52）．

　　P（の＝φ（6）十∠（の

　　　　一E∬φ瞬｛一己｝砒（・・）

ここで，次の2つの揚合，すなわち（1）（静的）限

界費用が一定率ρで増加していく揚合，（2）丁時

点まで一定率ρ1で増加し，それ以後一定率ρ2で

増加する場合（［司p．54）を考える．

　（1）φ（の＝φ（0）exp（ρ6）の揚合．（2．6）式より

　　P（の＝E…ρφ（の　　　　（2・7）

をうる（［7］p．785）．

　（2）

φ（の綴惣膿甥）（，〉，）の場合

（2．6）式より次式をうる．

　　　　　　　　φ（の　　P（の＝
　　　　　E一ρ1

　　　一価り｛一E圃（E　
EE一ρ1E一ρ2）φ（・）・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2．8）

D（の＝P（の／φ②［動的レソト係数］，8（の＝φ（の／

P（の［静的レソト係数］とおくと，ある地点におけ

るZ㊨＝P④／P（の［レソト係数コは

表1　ガス部門と原油部門の動的レソト係数（1982年）

割引率互

万＝0．08

E＝0．1

動的レソト係数（D）

ガス（1982年） 原油（1982年）

　　　　ケース1　　　ケース2
ρ＝0．019　　　　ρ1＝0．068　　　　　ρ1＝0，068

　　　　ρ2＝0．047　　　　　ρ2＝0．025

1．31

1，23

2．79

2，15

1．90

1．71

（出所）　［7］p．786，［6］p．55．

（備考）　（2．8）式を適用して厳密に計算すると原油の動的レソト係数は

　　上表より0．02程度高くなる．
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表2燃料・エネルギーコンプレクスの価格・費用・レソト係数（ルーブル1標準燃料1トン）＝

部門分析（1982年）
遅＝0．1［E＝0．08］

（1）　　（2）

現行　　平均

価格　　費用
（Po）　（戸）

晶
繍
㈲

（4）

静的

レソト

係数
（s）

［（3）÷（2）］

　（5）　　（6）

静的限界　動的

費用年　　レソト

増加率　　係数

（ρ・100）　（P）

（7）

レソト

係数

　（z）

［（4）×（6）］

　（8）

限界費用

　ノルマ

　チーフ

（P；NMC）

［（2）×（7）］

石炭（欧州地域）

石炭（アジア地域）

ガス（欧州地域）

ガス（アジア地域）

原油

重油

25．0　　　　29．4　　　　40．9

　　［28．7］　　［36．7］

12．72　　　14．9　　　　20．0

　　［14．6］　　［18．1］

23．75　　　26．9　　　　31．5

　　［24．7］　　　［28。7］

13．82　　　15．7　　　　18．4

　　［14．4］　　［16．7］

21。77　　　20．15　　　25．7

　　［19r4］　　［24．0］

26．4　　　一　　　　一

1．39

［1．28］

1．34

［1．24］

1．17

［L16］

1．17

［1．16］

1。28

［1．25コ

0

0

1。9

1．9

6．8－4．7

ユ

1

1．23

［1．31］

1．23

E1．31］

2．15

［2．79］

1．39

［1．28］

1．34

［124］

1．44

［1．52］

1．44

［1．52］

2．74

［3。43］

40．9

［36．7］

20．0

［18．1］

38．8・

［37．6］

22．6

［21．9］

55．3

［67．o］

44．6

［56ゆ］

（出所）［6］P．61の2表を合成して作成・

（備考）1，標準燃料＝7，000kcallkgの石炭．原油1トン＝標準燃料1．43トン，天然ガス1，000　ms＝標準燃料1．19トン，

　　石炭1トン；標準燃料0．718トン，
　　2，［］内はE＝0．08のときの初期データ値である（E＝0．1のときと異なる場合のみ記載）．

　　z（の＝・エ）（の8（の

と再定義される．

　表1は，ガス部門と原油部門の動的レソト係数

P（0）¢＝0：1982年；T＝8：1990年）を（a7）式［ガ

ス］と（2．8）式［原油］とによって試算した値であ

る．動的レソト係数の値が割引率刃の影響を強く

受けること，原油の動的レソト係数がかなり大き

く見積られていることがわかる（原油の限界投資

収益が年々悪化する度合が大きい）．原油につい

ては産出計画と投資・資本の動き（［12］）からみて

表1ケース1が現実適合的だとされる（［6コp．55）．

　表2は，ゴスプランの部門最適計算にもとつく

限界費用，各種レソト係数の試算値である．石炭

とガスについては，ソ連欧州地域とソ連アジア地

域に区分されている．ガスと石炭の相互代替性に

ついては，表2の各地域の地域の石炭とガスの限

界費用ノルマチーフPに注目して，欧州地域の限

界エネルギーはガス，アジア地域の限界エネルギ

ーは石炭だとされる（原油は大幅値上げ後に石炭・

ガスによって代替される）．

　既述のように，すべての財の投入産出は相互に

連関しているから，すべての財の価格も相互依存

関係にある．価格波及効果追求の要請と，投資資

金自己調達制の要請とに照応する産業連関価；格モ

デルとして，数理派が利用しているモデルは以下

の2つである（［7］p．788），

　《生産価格》　　ρ＝互4十あ＋μρ瓦　　（2．9）

　《自己金融価格》万＝万λ＋あ＋ゆjK　　（2．10）

ここに，ρ＝（多，）：部門平均価格指数行ベクトル

（現行基準価格を1としたときの指数で動＝P／
Pゴ。）；あ＝（ωゴ）：平均蛍働費用係数行ベクトル（含，

社会保険控除等；1．14×賃金係数ベクトル）；且＝

＠，）＝平均経常費用係数行列（含，減価償却）；F＝

（ん）：平均資本係数行列；．K＝（勧）：平均純投資

係数行列；μ＝平均利潤率；ソ＝総利潤一総純投資

率（り≧1）．生産価格モデル（［3］）についてはすでに

よく知られているので，ここでは自己金融価格モ

デルについてコメントしておきたい．ペトラコフ

［16］の着想による自己金融価格（翼eHH　caMOΦHHa－

HC即OBaHHH）モデルは各部門において恒等的に

　　減価償却＋利潤＝投資＋その他支出

が成立することを意味する．したがって，自己金

融価格は投資資金自己調達制が部門レベルにおい

てダイレクトに常に保証され’ている価格体系だと

、

8
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いうことになる。そこでは，高成長部門は利潤率

の如何にかかわらず自動的に高利潤をうることが

できる（逆も成立する）．（2。10）式は，ン＞1であれ

ば「その他支出」の部分が純投資に比例して配分さ

れること，レ＝1であれば（これが純理論的には合

理的）利潤と純投資とが恒等的に等しいことを意

味するに過ぎないから，結局，りは収益性や投資

効率を反映する，利潤形成のための単一基準ノル

マチーフとしての機能をもたないのである．この

点が生産価格モデルとの決定的相違である．した

がって，収益率とリンクした投資関数をもたない

自己金融価格モデルでは，前提される投資と形成

される利潤とが収益率・効率指標とどのような関

連にあるのか別個に検討せざるをえないという理

論的難点がある，反面，このモデルは，数量体系

で与えられるべき純投資を価格体系に直接持ち込

む（これがペトラコフのアイデア）ことによって，

均斉成長要請から自由であり，データ的にみてF

よりもKの方が信頼性が一般に高いというメリ

ットをもっている．

　さて，数理派は平均費用原理にもとつく部門価

格モデルを一歩発展させて，限界費用原理を部分

的に導入する．すなわち，資源（第1次的中間財）

を供給しない部門については（2．9）式または（2．

10）式のいずれかの公式を適用し，資源供給部門

（鉄鉱石，石炭，ガス，原油，木材供給，農業）に

ついてはレソトを含む限界費用原理を適用して部

門価格を算定する．原定式（［7］p．788）を厳密に

再定式化すると以下のようになる．

　部門番号を再定義して，¢，ブ＝採取部門以外の

部門番号（番号加は運輸通信部門番号）；γ，3＝採

取部門番号とし，前者と後者の集合をそれぞれ」；

丑とする，採取部門の限界技術＝費用諸係数は，

静的レソト係数8と動的レソト係数エ）を用いて次

式によって与えられる．

　　α。。＝D，sγe砺。（ん1キ6γ），α、，．。＝D，s。‘γ配、。，。

　　ω。＝D。8。o砺，砺＝エ）。8。『ん。．　ん∈JUE

ここに，8ノ＝限界原価／平均原価（除，日送費）；

S。‘γ＝限界輸送費／平均輸送費；S。祐＝限界資本集約

度／平均資本集約度採取部門が資本を供給しな

いとすると，採取部門限界費用価格指数p。は次
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表3　各種レソト係数初期データ（1982年）

　　　　　　　　　　　E＝0．1［P＝0．018］

8γc　　s7彦　　＆”　　　P7　　Zr

鉄鉱石　　　　　　1．3　　1．3　　L3

石炭（アジア地域）0．78　5．62　　0．78

ガス（欧州地域）　1

原油

木材供給

耕種農業

畜産

1

1

1，38　　　1

1。27　　　1

5．64　　　24

1．8　　　1．8　　　　1．8

1．2　　　　　1．2　　　　　1。2

1
1
1．23

［1．31］

2．15

［2．74］

1

－
¶
よ

1。3

1．34

［1．24］

1．44

［1．52］

2．74

［3．43］

1．82

［1．75］

1．8

1．2

（出所）　〔6］p．75の2表を合成．

（備考）1．［］内はβ＝0．08のとき初期データ値である（刃＝0．1とE

　　冨0．08の各ケースで値が異なる場合のみ記載）．

　　2．上表は試算（1），（4），（5）（表4備考参照）の初期データである

　　（試算（5）の場合は「ガス」，「原油」についての情報のみを利用）．

　　3．試算（2）（表4備考参照）の場合，「木材供給」，「耕種農業」

　　のZ7についてそれぞれ1．22，1．3とされる（［7］p．789）．

式によって規定される（E＝割引率；投資効率ノル

マチーフ）．

　　P。＝Σρ幽＋ΣP、α、汁砺＋EΣP¢砺
　　　　も　　　　　　　　ほ　　　　　　　　　　　　　　オ

　　　　　　　　　　　　　　　γ∈1～　（2。11）

これに対応して，部門平均価格指数の方程式も，

自己金融価格の場合次のようになる．

　　P，＝Σρ吻＋Σ傾，ゴ＋物＋りΣρ画，
　　　　ぼ　　　　　　　　ゲ　　　　　　　　　　　　　　ぢ

　　　　　　　　　　　　　　　ブ∈J’（2．12）

生産価格の場合，上式第三はμΣp面となる・

　部門価格方程式系は，（2．11）式と（2．12）式とか

ら成立する．この方程式系は，平均的・価値的投

入係数＠云励［産業連関表等利用］，レソト係数
（8c，　s‘7，8為，1））［部門計算］と（レ，　E）［マクロ計算コ

とが与えられ，これらが適当な条件を満たせば一

意正数解（p，p）を与える．

　平均費用構造と（静的）限界費用構造との間の関

係を規定する，区分された静的レソト係数S。C，　S。匙，

8汐に関する初期データは表3に示される．

　表3で石炭とガスについて，それ’それ一方の地

域に関するレソト係数のデータしか与えられてい

ない．ガスと石炭の間のエネルギー代替を考えた

丁合，既述のようにアジア地域の限界エネルギー

が石炭であり，欧州地域のそれがガスだというの

がその理由である．各地域のガスと石炭について

は標準燃料1トンあたりの限界費用は等しくとら

1
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表4　中央数理経済研究所による部門価格（限界費用ノルマチーフ）

　　指数の試算

Vol．39　No．2

部門名 試算（1）　　試算（2）　　　試算（3）　試算（4）　試算（5）

レ＝1．25　　　　　　り＝1．25　　　　　　　　　　　　　　　　μ＝0．072　　り＝1，25

E＝0．1［0．08］」醒＝0．1［0，08］　　　　　　E＝0．1　　E＝0ユ

1鉄鉱石
2　その他製鉄部門

3石炭（欧州）

4石炭（アジア）

5原油
6精油
7ガス（欧州）

8．ガス（アジア）

9　その他燃料

10　電力（欧州）

11電力（アジア）

12　機械製作・金属加工

13化学
14木材供給
15　剛力口工・製紙

16建設資材
17軽工業－

18食品工業
19　その他工業部門

　工業計

20耕種農業

21畜産
22林業
23建設
24運輸・通信
25商業・補給・調．達

26　その他の物的生産

1．35［1．39］　　　1．38　［1噂4］　　　　1．53

1．2　［1．22］　　　1．16　［1．18］　　　1．31

1。96［2．0］　　　　1．88　［1，93］　　　1．9

2。08［1．98］　　　1．97　　［1．8］　　　　2．33

3．08［3．9］　　　　2．96　　［3．74］　　　4．34

1．8　　［2．21］　　　1．72　　［2．11］　　　1．85

2，07［2．1ユ］　　　工．99　［2．04］　　　2．5

1．92［1．82］　　　1．81　［1．66］　　　1．95

1．36［1．4］　　　　1．3　　［1．35］　　　1．66

1。41［1．52］　　　1．34　［1．44］　　　1．43

1941［1勝48］　　　1．33　　［1．38］　　　1．42

1．06［1．08］　　　1．02　［1．05］　　　1．04

1．19［1．23］　　　1．18　［1．16］　　　1．15

2．06［2巳3］　　　　1．4　　［1．45］　　　1．51

1．26［1．33］　　　1．07　［1．1］　　　　1．1

1．8　　［1．23］　　　1．13　　［1．18］　　　1．2

0．92［0．94］　　　0．8　　［0．82］　　　1．08

1．62［1。63］　　　1，33　［1．35］　　　1。0

1．63［1．67］　　　1．36　［1．39］　　　1．12

一　　［一コ　　　　　一　　　［一］　　　　　1．22

2．04［2．05］　　　1．43　［1。46］　　　1．15

1．75［1．8］　　　　1．49　［1．52］　　　1．12

1。34［1。36］　　　1．3　　［1．32コ　　　1．12

1．18［1。22］　　　1．14　［1617］　　　1．04

1。28［1．34］　　　1．24　　［1．3］　　　　1．23

1．39［1．41］　　　1．23　［1．25コ　　　0，9

1．05［1．08］　　　Og98　　［1。0］　　　　1．03

3
6
4
3
5
8
6
6
9
5
2
6
5
5
　
4
5
4
7
　
3
1
5
5
3
1
1

龍
鴛
捻
鴛
頭
蓋
長
丘
α
9
M
逆
a
輩
皿
鷺
M

5
　
2
2
8
2
2
2
6
1
1
　
3
3
9
6
7
5
2
　
8
8
9
　
7
4
8

α9

ｿ9

M
皿
雄
皿
鷲
E
U
m
m
α
9
α
9
エ
D
α
B
α
9
師
月
謝
ω
鎗
U
切
釜
a
B

国民所得

総生産

一　　　　　　　　　　1．2　［1．24］　　　1．052

1．43［1．5］　　　　一　　　　　　　　　　1．172 153 1．02

（備考）　1．試算（1）：（出所）［6］P．98．《自己金融価格》公式による1982年試算値．［ユ内はE＝Q・08

　　　　のときの試算値．
　　　2．試算（2）＝（出所）［7］p．791．《自己金融価格》公式による1982年試算値．［　］内はE＝

　　　　O．08のときの試算値．
　　　3．試算（3）＝（出所）［9］p．16．《自己金融価格》公式による1990年試算値（農業部門のみレ

　　　　ントを無視）．
　　　4．試算（4）＝（出所）［6］p．102．《生産価格》公式による1982年試算値．

　　　5．試算（5）＝（出所）［6］p．109，［7］p．792．原油部門とガス部門以外のレソトを無視した場

　　　　合の1982年の試算値．
　　　6．すべての試算について，「17軽工業」および「18食品工業」は，小売価格に対する価格

　　　　指数であり7「20耕種農業」および「21畜産」は，1983年買付価格に対する価格指数で

　　　　ある．
　　　7．試算（1），（4），（5）の原表では，上記に加えて「非鉄金属」部門の価格指数が記載されて

　　　　いる．その値は，試算（1）：1．02［1．06］，試算（4）：1．09，試算（5）＝0．83である．

れる．P＝限界費用，　po＝現行価格，　p需部門価

格指数について
　　P，。α、＝P，。、；P鵬、PO。。。FP，伽POσ。、

が満たされなければならない．．poは表2で与え

られ’ているから，石炭とガスの価格指数のうちの

一方が与えられれ’ば，他方は上式よりえられる．

アジア地域では（2．11）式から

ガス部門価格式を取り除き，

その止めガス（アジア）の投

入部門にはpσα、＝αp。。α‘［α＝

POc。α‘／POgα3］を価格方程式に

代入して，P伽‘を決定するわ

けである．欧州地域ではこう

したガスと石炭の関係が逆に

なる（［7コp．789と［6］p．74の

記述は共に試算結果と合致し

ないので，ここでは上記のよ

うに訂正した）．したがって，

価格連立方程式は総計におい

て2本減る．

　部門価格指数の計算にあた

って，生産物の差別的取引税

率を一律ないしゼロにしな

けれ’ぱならない（［7］PP．792－

793，［6］pp。83－84）．ソ連の

1982年産業連関表も以前と

同じく購入者価格表示である

（1972年表を最後に国家統計

委員会は公表を止めているた

め詳細は不明である）．

　まず，精油部門（石油）につ

いては，中間財消費の揚合の

取引税率（ほぼ一律）を最終需

要部分にも適用する（精油部

門行の第H象限と総生産高と

の減額）．電力の取引税はほぼ

ぜロとみなす（電力部門行の

第H象限と総生産高との減

額）．食品工業の取引税につ

いてはぜロとする山北（次節

の試算（2））と，総生産高に占

める割合が0．5％なので放置しておく場合（次

節の試算（1），（4））がある．軽工業については

取引税率は差別化されているが一律とみなされ

る。

　以上より，石油（重油）の部門価格指数は，そ

の現行工業卸売価格に対して計算されており，

●
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電力部門価格指数は，物的生産分野の現行料金率

（取引税を含まない）をどれだけ変更することが望

ましいかを示す指数だということになる．なお，

食品工業と軽工業の部門価格指数はそれらの現行

小売価格の値上げ率（粗増加率）を意味する（以上

の手法は，ベルキン［3］によっている）．

3　部門価格指数の試算結果と財政改革

　以上の基礎理論と部門別データならびに産業連

関表関連データ（この詳細は非公表）にもとづいて，

中央数理経済研究所が試みた各種の部門価格指数

の試算結果をまとめたのが表4である（レ，μは『ソ

連国民経済統計年鑑1982年版』にもとつくマク

ロ統計値である）．

　表4からまず第1に読みとれることは，限界費

用原理・レソト導入による燃料・エネルギーの大

幅値上げの必要性である（試算（5）をとりあえず除

外し，E＝0．1のケースをみる）．原油は約3倍～

4．34倍の値上げ，ガスは1．81倍～2．5倍，石炭は

1．88倍～2．33倍の値上げが主張されている．鉄鉱

石は35％～53％の値上げが必要である．原油の

値上げは精油（石油）の72％～98％値上げを誘発

する．同じく石炭等の値上げによって電力料金は

33％～431％増しになる．

　第2に，燃料・エネルギー価格の大幅増にもか

かわらず，産業間波及効果は機械製作・金属加工

部門の部門価格指数をほとんど変化させない．原

油価格指数と機械価格指数との比率は試算（1）（機

械6％値上げ）と試算（4）（機械16％値上げ）にお

いて，それぞれ2．88，2．91で極めて近い．資金自

己調達制を保証した上で，燃料と機械との間の相

対価格構造は大胆に改変しうるし，そうしなけれ

ばならないというのが試算の直接的結論である．

　数理派がこうした相対価格構造の改革：によって

期待してい多コースは，価格プロポーション改善

→省エネ技術への転換→資源産出増加率の低下，

低効率の土地・産地の使用回避，省エネによる追

加資源の輸出への振り替え→限界費用の平均費用

への接近，レソトシェアの低下，である（［7］p．

793）．

　さて，試算（1）～（5）は幾つかの視点から分類さ
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れうる．

　分類1．採取部門以外の部門価格公式の適用を

基準にすると，試算（1），（2），（3），（5）は自己金融

価格公式，試算（4）は生産価格公式を用いている．

同一データ条件下の試算である，試算（1）を試算

（4）と比較するとそれ程差異がないことがわかる．

この理由について数理派は触れていないが，投資

構造と資本構造とが相似していること，および採

取部門には自己金融価格ではなく共通に生産価格

原理（単一ノルマチーフ）が採用されていることな

どがその理由として考えられよう．

　分類2．シミュレーションの対象とする年次で

みると，試算（1），（2），（4），（5）は1982年で，試算

（3）は1990年を対象としている，試算（3）は1990

年以降に予定されている国家価格委員会による価

格改訂に対応して実施されているとみなせよう．

しかし，K；り，Eに関する想定および各種レソト係

数の想定値も明かではない．表4か日判断すると，

Eは0，08以下で（投資効率悪化），原油とガス（欧

州）の動的レソト係数と，鉄鉱石，石炭（アジア）

の静的レソト係数とは表3のそれらより大きく見

積られている（採取条件悪化）と推定される．

　分類3．最も重要な分類基準は，限界費用によ

る価格形成（レソトの導入）の適用範囲である．試

算（1），（2），（4）は基本採取部門全体に限界費用原

理・レソト導入を試みている（「第3段階」試算と

呼んでおく）．試算（3）は農業部門についてのみ限．

界費用原理・レソト導入を断念している（「第2段

階」試算）．試算（5）は，原油・ガス部門のみにつ

いて限界費用原理・レソト導入を図った場合であ

り試算のうちで最も消極的なものだといえよう

（数理派はこれを「第1段階の価格指数」と呼ん

でいる（［7］p．792）．ここでは「第1段階」試算

としておく）．

　限界費用原理を採取部門だけでなく全生産物に

ついて適用することを主張する数理派最適価格論

の理想（このときはじめて部門内においても資金

自己調達制が有効に機能する）からみると，「第3

段階」でさえ：不十分だが，問題は，一般物価水準

と農産物小売価格である．農産物小売価格をコン

スタントと考えると，農業部門への限界費用原
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理・レソト導入→農産物国家買付価格の大幅上昇

→農産物価格差補給金の大幅増という好ましから

ぬ結＝果が生じる．また，採取部門のみへの限界原

理の適用は，その範囲が広がる程，レソト部分を

通じて一般物価水準を上昇させる．「第3段階」

試算［試算（1），（2）］のうち，「耕種農業」のレソ

ト係数が比較的小さい試算（2）の揚合でさえ，作

物買付価格は43％，畜産部門生産物（食肉など）の

買付価格は49％上昇する（試算（1）ではそれぞれ

約100％と75％の上昇）・農産物価格差補給金の

大幅増と農産物および食品の対応した値上げ（試

算（1）で62％，試算（2）で33％）によって住民購i入

必要額〉住民所得という事態が生じる．後者につ

いては，一斉賃上げは価格の一斉騰貴を招くから

なにも解決しない，小売価格と住民所得とについ

ての抜本的な改革の必要性を「第3段階」試算は

示唆しているが，この問題の解決は試算の射程外

におかれている（［7］p．793）．「第3段階」試算の

対極にある「第1段階」試算［試算（5）1原油・

ガスのみレソト導入］は，自己金融価格により，石

炭産業の赤字解消と原油から石炭へのエネルギー

代替を強めることをねらっている．農産物買付価

格は自己金融価格による利潤増と燃料価格上昇に

よって若干増加するものの，8％増と比較的軽微

である．一般物価水準も総生産高でみて2％増と

「第3段階」試算の43％増［試算（1）］を大きく下

回る．しかし，限界費用原理の適用を原油・ガス

に限るのは，採取部門間の価格形成原則に著しい

不整合をもたらす．ここで「第2段階」試算が意

味をもってくる．

　「第2段階」試算［試算（3）1農業のみレソト無

視］では，農産物買付価格の上昇は12％であり，

食品小売価格の上昇はぜロである．国民所得でみ

た一般物価水準は5．2％増と比較的軽微である．

国民所得に占めるレソトシェアは12％で，その

うち92．5％は燃料・エネルギー部門が占める．動

的レソトは採取産業のレソト額の56％を占め，

そのうち45％が原油部門，11％がガス部門で発

生する．1990年段階での予想値はレソト総額800

～850億ルーブル，動的レソト総額470～490億

ルーブル（原油部門で380～390億ルーブル，ガス

Vol．39　No．2

表5　価格改訂による国家予算構造の変化（1985年）　（％）

現行システム提案（1）提案（2）
　1985年

歳入一全体　　　　　　　　　　　100

　内訳＝取引税　　　　　　　　　25ゆ

　　　利潤からの支払　　　　　23．1

　　　内＝フォンド使用料　　　　9．8

　　　　定額納付金　　　　　　1．3

　　　愚潤讃魏　＝
　　　国家社会保険　　　　　　　6．5

　　　その他　　　　　　　　　　37．9

　　　（資源使用料の割合　　　　17．6

100

13，1

16．6

9。5

7．1

15．9

6．9

47．5

39．4）

100

12。9

21．0

2．6

10．5

10．5

歳出一全体

　内訳＝投資資金供与

　　　農業補助金

　　　社会・文化・科学費

　　　国防費

　　　行政費

　　　その他

100

20．2

14．8

32．5

4．9

0．8

26．8

100

12．0

15．2

31．5

　3．5

0，6

37．2

（備考）1．提案（1）：（出所）［9］p．31．試算（3）の部門価格指数を利用

　　　している．
　　2。提案（2）：（出所）［17ユp．53・原表を提案（1）に合わせて表

　　　刀くしている．
　　3．資源使用料昂フォンド使用料＋定額納付金＋レソト＋国家

　　　社会保険．
　　4．利潤からの支払＝フォンド使用料十定額納付金＋未配分利

　　　潤残高．

部門で90～100億ルーブル）だという（Eg］p．18）．

　さらに以下の2点に言及しておかねばならない，

　第1は，割引率（投資効率ノルマチーフ）Eの影

響である．Eがより低くなれ’ぱ原油・ガスの動的

レソト係数はより高まるから（表1），原油・ガス

部門の価格指数も高くなり，国民所得に占めるレ

ソトのシェアも高くなる．試算（1）の場合，Eの

0．1から0．08への移行によって，原油価格指数は

26．6％増し，ガス（欧州）価格指数は1。9％増しと

なる．国民所得に占めるレソトのシェアは0．9％

増となる．

　第2は，産業間波及効果を考慮した限界費用水

準（p。．P，o）は，部門分析の揚合（表2）より高くなる

という事実である．試算（1）の癒合その上昇率は

18～45％程度である（［6］pp．103－104，［8］p．52）．

最も激しい上昇を示すのは石炭（アジア）の二合で

ある．原油は21％の上昇を示す（E＝0．08のとき

は27％）．

　最後に，価格改革に伴う税制・財政改革につい

ての数理派の提案をみよう。表5の「提案（1）」は，

ヨ

凸
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「第2段階」試算［試算（3）］にもとつく，1985年

財政構造の変化を示している．歳入をみると，取

引税収入が25％から13％に激減しているのに対

して，「資源使用料（レソト十二レソト）」のシェ

アは17．6％から39．4％へと2倍以上に増大して

いることが興味を引く．レソト（自然資源使用料）

のシェアは15．9％で，定額納付金と合わせると

23％と歳入の約4分の1を占める．取引税の減少

とレソトの上昇は相補的である．たとえば，石油

取引税分が原油部門のレソトに移される．また，

原油国内価格の上昇は，輸出機関の買付価格を上

昇させ，貿易収入による歳入分を減少させるが，

この減少はレソトの実現という形で補償される．

何よりも，レソトを原油価格に含めることによっ

て，貿易活動からの純粋な収入をより正確に評価

しうる（［9］P．26）．

　歳出に目を転ずると，価格の歪みの改善および

資金自己調達原理の実現によって，まず国家投資

資金供与のシェアが20．2％から12％へと減少し

ていることに気付く．投資総額に占める国家融資

分の割合は，現行（1985年）の48．3％から33％に

まで減らすことが可能だという．残りは企業の留

保利潤と銀行融資でまかなわれる．現在，利潤の

56％もが利潤控除として国庫に納入されている

が，この部分は40％にまで減少可能だという

（［9］pp．29－30）．農業補助金のシェアは，既述の

農産物国家買付け価格の12回忌によって，現行

14．8％から15．2％へとわずかながら上昇してい

る．

　表5の「提案（2）」は，ペトラコフ［17コによる．

歳入項目にレソトがなく，代りに累進利潤税が大

きなシェアを占め，フォンド使用料シェアは倍増

している，レソトを含めて利潤と考え，レソトの

累進利潤税による徴収を考えることは可能だが，

この提案の委細は不明である．

　以上で取扱った数理派の価格改革提案ならびに

財政改革提案は，現在大筋において当局に受入れ

られているとみなせよう．土地問題解決のために

成立したソ連国家がレソト収入に依拠するように

なるというのはいささか皮肉な歴史的結果である

が，数理派の論理はこれを合理化することに成功

13呈

している．国家は，生産手段所有者としての側面

を制限されても，自然資源所有者としての側面を

有効に利用すればよい，というのがそのインプリ

ケーションである，問題は，資源・エネルギー価

格以外の企業部門三門の中央統制の可能性である．

前者は，アソートメントも複雑でないし，財の一

様性もあるから中央統制は可能である．地域管理

機関の介入によってレソト徴収も可能であろう．

その他の財，特に機械工業製品はアソートメント

の複雑性，製品の非同質性のゆえに中央コントロ

ールになじまないものである．1990年以降も諸

財全般にわたって価格の中央統制を続けてゆくと

すれば，新たに作成される工業卸売価格表は恣意

性をまぬがれない．数理派はアソートメントと同

質性の乏しい財については，契約価格・自由価格

を用いるべきだというが（［9］か．2）1価格が相対

的希少性を表し，それが弾力性をもつようにする

には，したがってま9た，需要志向（反費用主義）の

価格付けをおこなうには，そのための場＝市揚が

必要である．このための前提条件は，第1節で述

べたように国家注文制の廃止である．

　さらに，収益性と投資との間の相関を高めるた

めには，企業は自己再帰投資だけでなく，他部門

企業への資本投下を許容されている必要がある

（自律的資本移動の許容）．ハンガリーで模索され

ているこうした方向は（［22］pp．21－22），数理派

の部門価格計算の射程外におかれている．

4　結びに代えて：最近の価格論争

　数理派の最適価格論（限界費用にもとつく価格

形成論）について最近相継いで一連の疑問が提示

され活発な論争が始まった．本稿の第2節，第3

節と関連する事項に限り，整理しておこう．

　第1は，1930～50年代の純粋な「2・重価格制」

の復活を望むババロワ［20］の超保守的な主張で

ある．これについては，数理派のベルキン［4］が

反論したように，「2重価格制」では支出と結果の

比較秤量：，すなわち効率計算ができない，という

ことで理論的に尽くされている．

　第2は，デェリャービン［11］による限界費用

論批判である．彼は，最小平均費用原理を提唱し
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つつ，科学技術進歩のもとでは平均費用〉限界費

用だから限界費用原理は採用できないという．こ

れに対して，数理派のボロジン［5］は，平均費用

が限界費用を上回ることも下回ることもある，現

にソ連の採取部門ではそうでないか，デェリャー

ビンは支出についてのみ語り結果の問題を考えて

いないから効率を問題にできない，と反論した．

本稿の第2，3節の議論からデェリャーピンの意見

は成立しそうもない．

　　第3は，数理派の内部論争ともいうべきもので

ある。70年代のソヴェト数理経済学の技術主義

化の推進者であったダニロフーダニリャンは，一

転して，限界費用の具体的計算のための情報的基

礎は欠除（採取部門の制約条件は定式化できない）

しているし，不足の強化と限界費用増との間の正

相関は資源価格のインフレと資源の正しくない拡

大をもたらすと主張し，さらに，遠い将来の不確

定性などをあげた後，そもそも市揚の導入・発展

と反費用主義（需要志向）が叫ばれている今日，資

源価格の具体的計算は意味がないではないか，と

述べた（［10］）．これに対して，アルベゴフ・ヴォ

ルコンスキー・ゴフマン［2］は，ダニロフーダニリ

ヤンの意見は，最適化論的接近と具体的な最適モ

デルを用いた経済管理とを同一視（前者こそ重要）

した，合理化への接近を拒否する経済的ニヒリズ

ムだと決めつけた．しかし，ダニロフーダニリヤ

ンの議論の積極面である，市揚による価格決定の

主張にはヴォルコンスキー等は真正面から対応し

ていない．資源・エネルギー価格の中央コントロ

ールとその他の諸財の価格の市揚決定ならびに資

源・エネルギー価格の弾力性，需要適応性につい

ては，より立ち入った討論が必要である．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）
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